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共通 ※掲載省略 

・所属名称の変更（給水工事課→給水工事事務所）に伴う修正（様式含む） 

・軽微な修正（誤字・脱字修正等） 

 

（１⑴の内容と重複しているため削除） 

 

 

 

 

 

１ 総則 

⑴ 目的 

本基準は、水圧不足で直圧式給水を適用できない一般個人住宅等（店

舗付住宅、二世帯住宅を含む。以下同じ。）を対象とした給水補助加圧

装置による増圧式給水の適正な運用を確保するため、その適用条件等に

ついて規定したものである。 

 

 

 ⑵ 対象建築物 

ア 年間最小動水圧が 0.196MPa 未満となる３階建てまでの一般個人住

宅等 

 ⑶ 事前協議 

申請者は、給水補助加圧装置による増圧式給水を設計する場合、適用条

件に適合しているかを、京都市上下水道局水道部給水工事事務所（北部担

当又は南部担当）（以下「給水工事事務所」という。）と事前協議を行い、承諾

 

 

 

 

記 

 本給水補助加圧装置設置基準は、水圧が不足している一般個人住宅等を対

象とした給水補助加圧装置による直結増圧式給水の適用条件などについて規定

したものである。ただし、設置に際しては一定の条件があり、条件に合わない建築

物については対象外となる。 

 

１ 総則 

 ⑴ 目的 

本基準は、水圧不足により直結給水できない一般個人住宅等（店舗付

住宅、二世帯住宅を含む。以下同じ。）の 1 階、２階及び３階部分に設

置する給水用具の吐出圧力、吐出量等の確保が懸念される一部給水用具

に補助加圧給水するために、給水装置に直結して給水補助加圧装置を設

置する給水装置工事の施行等について必要な事項を定め、適正な運用を

確保することを目的とする。 

 ⑵ 対象建築物 

ア 増圧式給水での給水を必要とする２階又は３階建ての一般個人住

宅等で、年間最小動水圧が、0.196MPa 未満となるもの。 

 ⑶ 事前協議 

申請者は、本申請（給水装置工事設計書作成）の前に、当該建築物の設

計水圧を所轄の京都市上下水道局北部及び南部給水工事課（以下「給水

工事課」という。）で確認したうえで、「給水補助加圧装置による増圧式給水事
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を得なければならない。 

建築物の設計水圧を確認したうえで「給水補助加圧装置による増圧式給

水 事前協議申請書（様式１）」に必要事項を記入し、以下の関係図書を添付

して給水工事事務所に提出するものとする。 

ア 建築物の位置図 

 

イ 配管平面図及び配管立面図 

 給水管及び給水用具等の詳細が分かるもの。 

ウ 水理計算書 

 設計水圧に基づき配水管分岐部から給水補助加圧装置までの水理

計算を行い、給水補助加圧装置一次側（吸込側）での最小動水圧が

0.03MPa～0.05MPa 未満とならないこと及び給水補助加圧装置二次側

（吐出側）下流の給水用具で所要の吐出圧力、吐出量が得られているこ

とを確認できるもの。 

 

２ 給水装置の設計及び施工 

 ⑵ 水理計算 

ア 同時使用水量 

同時使用水量については、以下のいずれかの方法で算出する。 

(ア) 「表１ 同時使用を考慮した給水用具数」及び「表２ 種類別吐出量と

対応する給水用具の口径」により算出する方法 

(イ) 「表１ 同時使用を考慮した給水用具数」及び「表３ 給水用具の標準

使用水量」により算出する方法 

 

イ 水道メーター口径の決定及び給水補助加圧装置の口径 

前協議申請書（様式１）」に必要事項を記入し、以下の関係図書を添付して

給水工事課に申請するものとする。 

 

 

ア 建築物の平面図及び系統図（アイソメ図） 

 給水管及び取付ける給水用具等の詳細が分かるもの 

 

 

イ 水理計算書 

 設計水圧に基づき配水管分岐部から給水補助加圧装置までの水理

計算を行い、給水補助加圧装置一次側（吸込側）での最小動水圧が

0.03MPa～0.05MPa 未満とならないこと及び給水補助加圧装置二次側

（吐出側）下流の給水用具で所要の吐出圧力、吐出量が得られているこ

とを確認できる水理計算書を提出すること。 

 

２ 給水装置の設計及び施工 

 ⑵ 水理計算 

ア 同時使用水量 

同時使用水量の算出方法については、「直結式給水施行要領」に準じ

て行う。 

 添付の「表１」同時使用を考慮した給水用具数と「表２」種類別吐出量と

対応する給水用具の口径により同時使用水量を算出する方法、または、

「表１」同時使用を考慮した給水用具数と「表３」給水用具の標準使用水

量により同時使用水量を算出する方法とする。 

イ 水道メーター口径の決定及び給水補助加圧装置の口径 



令和 7年 4月 

給水補助加圧装置設置基準 新旧対照表 
新 旧 

 

3 

 

 水道メーター口径については、以下のいずれかの方法で決定する。な

お、いずれの場合においても、水道メーター口径はφ20mm 又はφ25mm と

し、これを超える同時使用水量となった場合は不可となる。また、給水補助

加圧装置の口径は、φ20mmのみとする。 

(ア) 算出した同時使用水量及び「表５ 管内流速早見表の管内流速」によ

り管内流速が 2.0m/秒以下となる口径に決定する方法 

(イ) 建築物全体の給水用具数が 12 栓以下の場合は、φ20mm を水道メー

ター口径とし、13栓以上の場合は、水理計算により決定する方法 

ウ 水理計算の方法 

 損失水頭計算を直圧式給水の箇所と増圧式給水の箇所それぞれに行

い、末端の給水用具若しくは必要とする給水用具に必要な残水圧（一般

的には 0.049MPa 以上）があるかを確認する。（詳細は「参考 水理計算の

手順について」を参照すること。） 

 

 

 

３ 適用条件等の概要 

 ⑵ 設置条件 

キ 事前協議で給水工事事務所の承諾を得た場合、給水装置工事申請時

に「給水補助加圧装置による増圧式給水 事前協議回答書（様式２）」の写

し及び「給水補助加圧装置設置条件承諾書（様式３）」を添付し提出するこ

と。 

 

 

 

 水道メーター口径の決定に当たっては、算出した同時使用水量により、

「表５」管内流速早見表の管内流速が 2.0m/秒以下となる口径とする。また

は、従来の方法で、建築物全体の給水用具数が 12 栓以下の場合は、φ

20mm を水道メーター口径とし、13 栓を超える場合は、水理計算により決定

する方法。 

 なお、何れの場合においても、水道メーター口径はφ20mm 及びφ25mm

とし、これを超える同時使用水量となった場合は不可となる。また、給水補

助加圧装置の口径は、φ20mmのみとする。 

ウ 水理計算の方法 

 水理計算については、「表４」動水勾配早見表により、前項アで得た同時

使用水量に対応した動水勾配に「表６」器具類損失水頭の直管換算長及

び直管長等を乗じて得た摩擦損失水頭に位置水頭差（高低差）を加えて

得た損失水頭計算を直圧式給水の箇所と増圧式給水の箇所それぞれに

行い、末端の給水用具若しくは必要とする給水用具に必要な残水圧（一

般的には 0.049MPa以上）があるかを確認する。 

 

３ 適用条件等の概要 

 ⑵ 設置条件 

キ 事前協議で給水工事課の承諾を得た場合、給水装置工事申請時に「給

水補助加圧装置による増圧式給水事前協議回答書（様式２）」及び「給水

補助加圧装置設置条件承諾書（様式３）」を添付し提出すること。 
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様式 1：体裁の変更 

 

様式 1 
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様式 2：様式の統合及び体裁の変更 

 

様式 2-1、2-2 
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表 6：給水ヘッダーの数値修正 

 

表 6 

 

 


